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岐阜県
温室効果ガス排出削減計画等
評価制度（様式）について



１ 温室効果ガス削減計画書の記載例
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「住所」：本社等の所在地

「氏名」：事業者名・代表取締役等の役
職名・代表者名
※対象となった工場長等が提出する
場合は、委任状を提出

規則第5条第1号：省エネ法管理指定工場等
規則第5条第2号イ：24時間営業小売業者等
規則第5条第2号ロ：24時間営業小売業者
等（フランチャイズ事業者）
規則第5条第3号イ：トラック事業者
規則第5条第3号ロ：バス事業者
規則第5条第3号ハ：タクシー事業者
規則第5条第4号：温対法報告対象事業者
※中小排出事業者は空欄

規則第5条第1号（省エネ法管理指定工場
等）、第4号（温対法報告対象事業者）のみ
記載

令和4年度の提出時は、全ての事業者が
「令和4年度～令和6年度」

「推進体制」等は「別紙のとおり」

計画書の内容に関する問い合わせ
窓口の連絡先を記入

第1項：特定排出事業者
第2項：中小排出事業者
第3項：計画書の変更



２ー１ 温室効果ガス削減計画書（別紙）の記載例
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総括責任者：管理者を管理監督する
管理者：担当者を管理監督する
担当者：実務を行う
※管理者を設置できない場合は空欄

目標削減率：できる限り明確な数値
削減方針：実情に即した取組み方針

令和4年度の提出時の
基準年度は「令和３年度」、
目標年度は「令和６年度」

※ただし、令和３年度以外の年度とす
る場合は理由書（任意様式）を添付

基準年度の数値は、シート１－１、
１－２に入力すると自動計算
目標年度の数値は見込み量を記入



２－２ 温室効果ガス削減計画書（別紙）の記載例
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①②の目標を両方とも設定

※設定状況に応じて、評価結果が自動
計算

基準年度の数値は、シート１－１、
１－２に入力すると反映される
目標年度の数値は見込み量を記入

「水素エネルギーの使用量」は基準年
度、目標年度ともに数値を記入する
※シートの数値が自動計算されない



２－３ 温室効果ガス削減計画書（別紙）の記載例
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事業所名を記載
複数の事業所をまとめて報告する場合は、
「事業所数」「連番」を記載すること

措置項目について該当する項目に〇
※非該当の場合は、非該当に〇

「評価結果」は自動計算

カッコ内に記載のガイドブックの
該当ページを確認し、各項目の基準の
うち実施済み又は実施予定の項目を
■とする

※６－１は産業部門・業務部門等と
運輸部門で措置が異なるため、
提出時には該当するシートを選択
してください



２－４ 温室効果ガス削減計画書（別紙）の記載例
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「岐阜県事業活動環境配慮指針」で定め
る「計画的に取り組むべき対策」の項目
のうち、すでに実施している項目や削減
計画期間中に実施を予定している項目
を記入
※運輸事業者は記載不要

6-1、6-2に記載していない項目について、

すでに実施済や削減計画期間中に実施
を予定している項目を記入

6-1、6-2、6-3に記載していない先進的
対策について、具体的な内容を記入



３－１ 温室効果ガス削減計画書（シート１－１）の記載例

7

規則第5条第1号：省エネ法管理指定工場等
規則第5条第2号イ：24時間営業小売業者等
規則第5条第2号ロ：24時間営業小売業者
等（フランチャイズ事業者）
規則第5条第4号：温対法報告対象事業者
及び該当する中小排出者
が記入すること
※運輸事業者はシート１－２に記入

電気について、排出係数が異なる場合は
枠外の排出係数を入力する欄に入力する
※様式では中部電力の基礎排出係数を
使用



３－２ 温室効果ガス削減計画書（シート１－１）の記載例
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原油換算エネルギーは自動で表示

二酸化炭素排出量は自動計算

規則第5条第1号：省エネ法管理指定工場等
規則第5条第4号：温対法報告対象事業者
及び該当する中小排出者が記入すること



４ 温室効果ガス削減計画書（シート１－２）の記載例
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規則第5条第3号イ：トラック事業者
規則第5条第3号ロ：バス事業者
規則第5条第3号ハ：タクシー事業者
及び該当する中小排出事業者が記入

原油換算エネルギー使用量は
自動計算

二酸化炭素排出量は自動計算

電気自動車を利用している場合は、
「その他のエネルギー（電気）」、単
位をkwh等と記入する

枠外の排出係数を入力する欄に
入力する



５ 温室効果ガス削減計画書（シート２、３）の記載例
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基準年度は「令和３年度」
※別紙の３と同じ年度

取得したクレジットの番号などが
ある場合は「備考」に記入する

基準年度における削減量を記入

合計は自動計算

目標年度における削減量を記入

合計は自動計算

目標年度は「令和６年度」
※別紙の３と同じ年度



６ 温室効果ガス削減計画書（シート４）の記載例
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温室効果ガス総合排出原単位を算出する際
に使用した指標を記入

具体的な数値を記入

○設定方法の例

Ａ部門では製品の生産台数を、Ｂ部門では
生産量（ｔ）をそれぞれ原単位の分母とし、そ
れらの重み付け合算により分母を求めます。

Ａ部門：
20,000台／100ｔ－CO2＝200台／ｔ－CO2

Ｂ部門：
5,000ｔ／50ｔ－CO2＝100ｔ／ｔ－CO2

これより、換算値（Ｂ部門の生産量１ｔに相当
するＡ部門の台数）は

＝２台／ｔ

この比率を用いて重み付け合算値を次のよ
うに設定。

20,000台＋5,000ｔ×2台／ｔ＝30,000台

この事例の場合、原単位は次のように計算
されます。

150ｔ－CO2／30,000台
＝0.005ｔ－CO2／台



７ 温室効果ガス削減計画実績報告書の記載例
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「住所」：本社等の所在地

「氏名」：事業者名・代表取締役等の役
職名・代表者名
※対象となった工場長等が提出する
場合は、委任状を提出

規則第5条第1号：省エネ法管理指定工場等
規則第5条第2号イ：24時間営業小売業者等
規則第5条第2号ロ：24時間営業小売業者
等（フランチャイズ事業者）
規則第5条第3号イ：トラック事業者
規則第5条第3号ロ：バス事業者
規則第5条第3号ハ：タクシー事業者
規則第5条第4号：温対法報告対象事業者
※中小排出者は空欄

規則第5条第1号（省エネ法管理指定工場
等）、第4号（温対法報告対象事業者）のみ
記載

「実施した措置」等は「別紙のとおり」

計画書の内容に関する問い合わせ
窓口の連絡先を記入



８－１ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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計画書の基準年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

計画書の目標年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

シート１－１、１－２に記載の内容が自動計算



８－２ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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事業所名を記載
複数の事業所をまとめて報告する場合は、
「事業所数」「連番」を記載すること

措置項目について該当する項目に〇
※非該当の場合は、非該当に〇

「評価結果」は自動計算

未実施の場合はその理由、今後の対策を
記入

※２－１は産業部門・業務部門等と
運輸部門で措置が異なるため、
提出時には該当するシートを選択
してください

カッコ内に記載のガイドブックの
該当ページを確認し、各項目の基準の
うち実施済み又は実施予定の項目を
■とする



８－３ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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「岐阜県事業活動環境配慮

指針」で定める「計画的に取り
組むべき対策」の項目のうち、
実施した項目を記入
※運輸事業者は記載不要

2-1、2-2に記載していない項目
について、実施済の項目を記入



８－４ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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計画書の基準年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

計画書の目標年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

シート１－１、１－２に記載の内容が自動計算



８－５ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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計画書の基準年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

計画書の目標年度と同じ年度
計画書に記載の数値を記入

シート１－１、１－２に
記載の内容が自動計算

「水素エネルギーの
使用量」は基準年度、
目標年度ともに数値
を記入する

※シートの数値が自
動計算されないため



８－６ 温室効果ガス削減計画実績報告書（別紙）の記載例
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2-1、2-2、2-3に記載していない先進的
対策について、具体的な内容を記入

2-1、3は自動計算


